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とを目的とする｡ そのため先ず第 2 節では, 人
口動態統計などの分析に基づいて少子化の主因
が実は未婚率の急上昇＝結婚率の急低下にある
ことを明らかにし, 第 3 節では, アメリカ, ス
ウェーデン, フランスなど少子化対策で顕著な
効果を上げている欧米先進諸国の少子化対策・
子育て政策の類型を展望する｡ 第 4 節では, 子
ども手当の経済政策的・社会保障政策的な観点
からの意義を, 長所・短所含めて分析をする｡ 
第 5 節では, 高校無償化政策の同じく経済政策
的・社会保障政策的な観点からの意義を , 長






2  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (上) 
し, 少子化や経済成長に及ぼす効果を検討する｡ 












2 . 少子化の主因は結婚率の低下 
2 . 1 . 出生率の低下と少子化 
近年の日本では世界的に見ても著しい少子化
が急激に進行している｡ 出生数は第 1 次ベビー
ブームと呼ばれた1949年には270万人もあった





(図 1 ) 合計特殊出生率の推移 (日本および諸外国) 
 
(注) 合計特殊出生率は女性の年齢別出生率を合計した値｡ 数字は各国最新年次｡ 
日本09年概数｡ 
(資料) 厚生労働省 ｢平成13年度人口動態統計特殊報告｣ ｢人口動態統計｣ (日本
全年, 米仏韓最新年) 




それに対応して (図 1 ) のように, 合計特殊
出生率 ( 1 人の女性が一生に産む子供の数；15
～49歳の女性の年齢別出生率を合計した数値) 
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2 . 2 . 出産・育児意欲の低下 




























(図 2 ) ｢さらに子どもを増やしたいか｣ の意識調査 
 
(資料) 調査対象は各国の20～49歳までの男女約1,000人, 調査実施時期平成17 (2005) 年10月～12月, 内閣
府 (2005) 『少子化に関する国際意識調査』 から引用 
 
(図 3 ) ｢子どもを生み育てやすい国かどうか｣ の意識調査 
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4  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (上) 
 
(資料) 調査対象は各国の20～49歳までの男女約1,000人, 調査実施時期平成17 (2005) 年10月～12月, 内閣
府 (2005) 『少子化に関する国際意識調査』 から引用 
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(図 4 ) 出生率と結婚率, 就業率の推移 
 
(注) 出生率の目盛りは左軸, 結婚率と就業率の目盛りは右軸で％｡ 
(資料) 厚生労働省・国立社会保障・人口問題研究所 ｢出生動向基本調査｣ ｢人口動態統計｣, 総
務省統計局 ｢労働力調査｣ などから作成 
 
Hosei University Repository
6  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (上) 
日本では婚外子の割合 (未婚の母の出生数が


















(資料) 米国商務省, Statistical Abstract of the United States 2004-2005, 2008 
 日本：厚生労働省 ｢人口動態統計｣ 
 社会実情データ図録から引用 
 
2 . 4 . 結婚率低下の原因 
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円, 子供 1 人当たりの年額では 0 歳児で約50万
円, 乳幼児で約50万円, 幼稚園児で82万円, 小
学生低学年で約57万円, 小学生高学年で約62万
円, 中学生で98万円, 高校生で約124万円, 大学
生で約230万円  (公立で約179万円, 私立で約
















選択的費用 合計   学費 
その他 小計 
  学費 その他学費 
          妊娠・出産  - - - 493,879 493,879 493,879 47,947 541,826 
0 歳  57,447 - - 193,513 193,513 250,960 249,281 500,241 
乳幼児 
( 1 － 3 歳)  204,915 - - 227,864 227,864 432,779 1,052,773 1,485,552 
幼稚園児 
( 4 － 5 歳)  367,528 658,409 273,204 - 931,613 1,299,141 340,224 1,639,365 
小学校(低学年) 
( 6 － 8 歳)  341,270 268,131 553,774 - 821,905 1,163,175 541,692 1,704,867 
小学校(高学年) 
( 9 －11歳)  346,094 288,607 657,894 - 946,501 1,292,595 581,832 1,874,427 
中学校 
(12－14歳)  681,803 640,558 838,251 - 1,478,809 2,160,612 787,140 2,947,752 
高等学校生 
(15－17歳)  760,256 1,431,348 623,701 - 2,055,049 2,815,305 908,460 3,723,765 
大学生 
(18－21歳)  878,388 5,235,684 - - 5,235,684 6,114,072 3,073,976 9,188,048 
          合計  3,637,701 8,522,738 2,946,824 915,256 12,384,817 16,022,519 7,583,325 23,605,844 











2 . 5 . 高齢化の進行 
少子化と共に高齢化も急速に進行している｡ 
日本は自殺率が24.4人／10万人 (2008年) と, 
リトアニア, ベラルーシ, カザフスタンに次い
で世界第 4 位, 先進諸国ではトップであり, 精
神的には世界でも最も住みにくい社会の一つで
あることを象徴している｡ その反面で, 平均寿
命は WHO の2009年データによれば男性79.4歳, 
女性86.1歳であり, 男女平均では82.8歳と世界
一である｡ 第二次世界大戦前は ｢人生50年｣ と
いわれたように平均寿命は50歳を下回っていた
が, 戦後初の1947年 (昭和22年) の第 8 回生命
表における平均寿命は男50.06歳, 女53.96歳と
50歳を上回った｡ その後, 医療の進歩, 食生活
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年 (昭和45年) に ｢高齢化社会｣ (高齢化率が 
7 ％以上) に, 1994年 (平成 6 年) に ｢高齢社会｣ 
(高齢化率が14％以上) になり, 2007年 (平成19
年) には ｢超高齢社会｣ (高齢化率が21％以上) 
となり, 同年に75歳以上の人口が総人口に占め
る割合も10％を超えた｡ 




に, 現役世代 1 人で支える高齢者の割合を増加
させるので, 年金・社会保障財政の赤字を一層










え労働者 1 人当たりの労働生産性が高まっても, 




経済成長の時代には日本は  ｢日昇る国  (The 
Rising Sun)｣ とか ｢Japan As No.1｣ と賞賛された
が, 昨今のようにゼロ成長ないしマイナス成長の






口 (15歳～64歳) は4,595万人 (51.1％) に低下
し, 高齢化率は実に40.5％に高まると推定され
る｡ 現在は20歳から64歳までの働き手が65歳以
上の高齢者を支える比率は 3 対 1 であるが, 1.2
対 1 にまで悪化する ｢超々高齢社会｣ を迎える
であろう｡ いわば ｢騎馬戦型｣ から ｢肩車型｣ 






























3 . 1 . アメリカの出生率と少子化対策 

































































































3 . 2 . スウェーデンの出生率と少子化対策 
















































児童手当は20歳未満を対象に , 第 1 子は 0 円, 
第 2 子は約1.3万円, 第 3 子は約1.6万円というよ
うに, 第 2 子以降に手厚くする方式を採用して, 
高い効果を狙った｡ また高等教育ほど教育費が
かかるので, 11歳以上は約 3 千円増し, 16歳以上








を ｢認定保育ママ｣ として登録し, ｢保育ママ
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4 . 子ども手当とは何か 
民主党は2009年 8 月の衆議院選挙に際し, マ
ニュフェストで 5 つの約束を宣言し, そのうち 
2 番目の子育て・教育では ｢子育ての心配をな
くし, みんなに教育のチャンスをつくります｡ 
中学卒業まで,  1 人当たり年31万2,000円の ｢子
ども手当｣ を支給します｡ 高校は実質無償化し, 
大学は奨学金を大幅に拡充します｡｣ と公約し




を政策目的として,  0 歳から15歳以下の中学生
まで初年度は半額の月額 1 万3,000円, 年額15万




4 . 1 . 支給目的 
1972年に成立した旧法の児童手当法は, 所得
の少ない多子世帯の防貧と児童福祉を目的に創

















けに単純化した｡ ところが2010年 3 月31日に成






















靴, 鞄, 食事, 住宅, その他ほとんどの生活費












































ミキハウス子育て総研の調査(注 9)では,  6 歳ま
での子供がいる全国の母親を対象に複数回答可
のアンケートを採ったところ, 子ども手当の使
途として, 貯金が66％, 日々の生活費が16％, 
習い事や家庭教材が19％, 子供服やベビー用品
が12％, 保育園や幼稚園の月謝が10％, おもち






予定を聞いた内閣府の調査では (2010年 4 月に
公表), ｢貯蓄｣ が48.2％, ｢日常の生活費に補
填｣ が11.4％で, 合計約 6 割を占めた｡ ｢保育
費｣ (10.8％), ｢習い事などの費用｣ (9.8％), ｢学
校教育費｣ (8.7％), ｢学校外教育費｣ (8.6％) の
合計約38％を上回った｡ 手当の支給方式は領収
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4 . 3 . 受給対象・資格 
子ども手当の支給対象は日本国内に居住する
















































4 . 4 . 不正受給の防止対策と事務費用 




とも年 2 回以上面会していること, (2) 母国の子
どもに生活費や学費を 4 ヶ月に 1 回程度継続し
て送っていること, (3) 来日前に同居していたこ
と, などを定め, これらを証明するために (1) 
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5 . 高校無償化とは何か 
5 . 1 . 高校授業料補助の目的 
2010年 3 月31日 ｢公立高等学校に係る授業料
の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関
する法律｣, 略称 ｢高校無償化法｣ が成立し, 
































いので, 公共財として無償化 (税金で負担) す
ることに意義がある｡ 高校の中等教育について









(図 6 ) 進学率 (高等学校・大学・短期大学・大学院) 
 
(資料) 文部科学省 ｢学校基本調査｣ から引用 
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16  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (上) 
5 . 2 . 高校授業料補助の対象 
同法第二条では支給対象となる ｢高等学校



































5 . 3 . 高校授業料補助の支給方法 
同法に基づき, 日本国内の ｢高等学校等｣ に
在籍する生徒を対象に, 国公立全日制高校は年




















は 3 年が限度である｡ 
〔注〕 
(注 1) 千葉県 (1999) 『平成11年度第25回県政に関す
る世論調査』 による｡ 
(注 2) 厚生労働省・国立社会保障・人口問題研究所 
(注 3) 安宅川 (2010) は少子高齢化による社会保険
財政の深刻化を指摘している｡ 
(注 4) 日本の児童手当・子ども手当制度では, 財源











された勤労所得税額控除  (Earned Income Tax 
Credit: EITC) であり, 働いていても貧困なワー
キングプアを対象として, Friedman (1962) が提
唱した負の所得税 (Negative Income Tax) を具体
化したものといえる｡ 図解による説明は埋橋孝
文 (2010, pp.72-74) を参照｡ 
(注 6) OECD の Social Expenditure Database によれば
2005年時点で, 児童・家族関係予算の国内総生
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産に占める比率は, フランス, イギリス, スウ




このデータに基づく矢崎 (2010, p.5) の見方も, 
不適切な偏りを持つといえる｡ 
(注 7) 児童手当制度研究会 (2000, p.3) を参照｡ 






(注 9) 読売新聞 (2010.7.11号) による｡ 
(注10) 櫨 (2010, p.53) を参照｡ 
(注11) 中日新聞 (2010年 8 月 3 日号) による｡ 




るので, 改善が必要である｣ と指摘している｡ 


















ことができます｣ という｡ (東京スポーツ, 2010
年 4 月 3 日号) 
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